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高齢化率の推移％

令和６年度 新見市の高齢者の状況・地域包括支援センター運営状況 

 

１ 新見市の高齢者の状況 

 (１)高齢者数、高齢化率の推移 

  人口 (外国人含む）                      （単位：人、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新見市の人口は年々減少しています。一方、高齢化率は上昇を続け、令和７年３月末には 

４４．３％に達しています。 

 高齢者の年齢区分では、６５～７４歳、８５歳以上の人口は減少し、７５～８４歳の人口は

増加しています。 

資料１ 
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65～74歳

（人）

65～74 75～84 85以上

令和２年度末 28,194 △ 592 12,719 16,330 11,864 5,038 3,677 3,149 42.1

令和３年度末 27,520 △ 674 12,630 15,770 11,750 4,993 3,624 3,133 42.7

令和４年度末 26,894 △ 626 12,600 15,275 11,619 4,839 3,611 3,169 43.2

令和５年度末 26,258 △ 636 12,523 14,728 11,530 4,660 3,789 3,081 43.9

令和６年度末 25,571 △ 687 12,393 14,254 11,317 4,470 3,891 2,956 44.3

高齢
化率

人口 増減 世帯数
65歳
未満

65歳以上
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認定者数

６５歳以上

の高齢者

に占める

認定率

７５歳以上

の高齢者
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認定率

８５歳以上

の高齢者

に占める

認定率

（人） （％）

被保険
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認定
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認定

率
被保険

者数

認定

者数

認定

率
被保険

者数

認定

者数

認定

率

令和２年
度末

11,863 2,742 23.1 6,857 2,566 37.4 3,176 1,864 58.7 32

令和３年
度末

11,753 2,751 23.4 6,757 2,567 38.0 3,160 1,880 59.5 26

令和４年
度末

11,627 2,759 23.7 6,809 2,578 37.8 3,197 1,937 60.6 24

令和５年
度末

11,551 2,771 24.0 6,912 2,591 37.5 3,122 1,962 62.8 21

令和６年
度末

11,325 2,618 23.1 6,875 2,463 35.8 2,972 1,861 62.6 21

2号被
保険者

認定者

数

年度末

65歳以上 75歳以上 85歳以上

  (２)認定者数の状況                        （単位：人、％） 

 
 

   

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

                                （資料：介護保険事業状況報告） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第１号被保険者数は減少傾向で、認定者数も減少しています。 

 第１号被保険者の認定率は、令和７年３月末現在、岡山県２７自治体の中で２位となってい

ます。 
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総合相

談延べ

件数

来所 電話 訪問 その他

令和２年度 3,803 321 2,518 936 28

令和３年度 3,688 404 2,248 938 98

令和４年度 3,355 243 2,138 872 102

令和５年度 3,088 374 1,637 905 172

令和６年度 3,499 372 1,873 990 264

年度
総合相談
延べ件数

相　談　方　法

（件） 

２ 令和６年度 新見市地域包括支援センター運営状況 

(１)職員の配置状況                            （単位：人） 

常勤 非常勤 

管理者 保健師 社会福祉士 
主任介護支援 

専門員 
事務職 

主任介護支援 

専門員 

介護支援 

専門員 
事務職 

１ ２ ２ ３ １ ４ １ ２ 

基準人数 ２ ２ ２      計１６人   

※一つの地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保険者の数が、おおむね 3,000

人以上 6,000 人未満ごとに置くべき専らその職務に従事する常勤の職員及びその員数は、原則と

して次のとおりとする。 

【配置基準】 

・保健師その他これに準ずる者 １人 

・社会福祉士その他これに準ずる者 １人 

・主任介護支援専門員（介護保険法施行規則第１４０条の６８第１項に規定する主任介護支援専 

 門員研修を終了した者をいう。）その他これに準ずる者 １人 

 

 (２）総合相談支援業務 

①総合相談状況                            （単位：件） 

 

 

  

 

  

 

  

 

                               （資料：備中県民局活動実績報告） 
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介護相談 福祉相談 介護予防 認知症 健康医療
虐待･

権利擁護
その他

令和２年度 1,338 148 1,146 519 183 287 243 571

令和３年度 1,720 60 617 614 94 103 258 441

令和４年度 1,109 76 732 655 161 327 185 391

令和５年度 1,057 54 822 472 136 305 234 502

令和６年度 1,156 79 1,053 915 201 549 296 520

年度

　相　　談　　内　　容　（延べ） 実態
把握
訪問

  ②総合相談内容                            （単位：件） 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 認知症に関する相談、虐待・権利擁護に関する相談は増加傾向にあります。また、相談内

容は複雑になってきており、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員の協働により、様々

な相談に対応しています。 

 

 

 

 (３)高齢者虐待・権利擁護業務 

  ①高齢者虐待対応状況                         （単位：件） 

年度 
新規 

件数 

虐待の内容（重複あり） 

身体的

虐待 
ネグレクト 経済的虐待 心理的虐待 性的虐待 

令和２年度 11 5 0 4 4 0 

令和３年度 11 9 1 0 5 0 

令和４年度 16 6 6 0 4 0 

令和５年度 21 13 3 3 7 0 

令和６年度 13 8 2 3 2 0 

令和６年度の新規受理件数は、１３件と前年度と比較すると減少しています。相談者の内訳は、

支援者１０件、本人２件、警察 1件でした。経年的に支援している者を含め、高齢者虐待の対応

は４６件あり、老人福祉施設等への措置はありませんでした。 
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 ②虐待防止関係会議の開催状況 

  ②－１新見市権利擁護協議会：１回開催（令和６年７月３０日） 

高齢者虐待については、新見市権利擁護協議会の各関係機関と相互に連携し、「新 

見市高齢者虐待防止・対応マニュアル」に基づき対応しています。また、庁内では 

福祉課、健康医療課、支局等と連携し、多角的な支援に努めています。 

 

  ②－２新見市権利擁護委員会：１２回開催（原則月１回開催） 

 新たに虐待事案が生じた場合は、地域包括支援センター職員だけでなく、担当の

介護支援専門員等の支援者も参加し、弁護士・司法書士・社会福祉士等の委員で構

成する「権利擁護委員会」において、緊急性や支援方針の検討を行っています。 

  

 ③虐待防止研修会の開催状況 

   開催日：令和６年８月２８日（水）、９月１２日（木） 

   場 所：養護老人ホーム和みの郷かなや 

   参加者：２２名（養護老人ホーム和みの郷かなや職員） 

 

   開催日：令和６年１１月２６日（火） 

 場 所：新見市地域福祉センター 

   参加者：４２名（新見市社会福祉協議会職員） 

 

 ④成年後見制度 

  市長申立の状況                利用支援事業の状況 

令 和 ２ 年 度 ５件（1件取り下げ） 

 

令 和 ２ 年 度 ６件 

令 和 ３ 年 度 ４件（1件取り下げ） 令 和 ３ 年 度 ６件 

令 和 ４ 年 度 ９件 令 和 ４ 年 度 ４件 

令 和 ５ 年 度 ７件 令 和 ５ 年 度 １１件 

令 和 ６ 年 度 ５件 令 和 ６ 年 度 １０件 

 

   成年後見制度は、精神上の障害（認知症、精神障害、知的障害等）により判断能力が十分 

  でない方の意思決定を尊重するために援助者をつける制度です。身寄りのない認知症高齢者 

  等に対しては「市長申立」を実施しており、令和６年度は５件行いました。 

  地域包括支援センターに入る相談の中でも、成年後見制度に関係するものについては、医 

 療・介護・生活全般に支援が必要な場合も多く、対応に時間を要しています。 

 

(４)包括的・継続的ケアマネジメント 

 介護支援専門員等が包括的・継続的ケアマネジメントを実践できる環境を整備するという「面」

の業務と、個々の利用者を援助している際に、状況に応じて包括支援センター職員が立ち位置を

変えながらサポートする「点」の業務を実施しています。 

 ①介護支援専門員等の実践力向上支援 

   ケアマネジメント向上研修会の開催    

   １回目 

    開催日：令和６年６月２１日（金） 

    内 容：認知症ケアについて 

    講 師：小規模多機能型居宅介護事業所 SHIRAKI梯 森山 由香 氏 

    参加者：１９名 
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     ２回目 

      開催日：令和６年１０月１５日（火） 

      内 容：権利擁護・意思決定支援 

      講 師：岡山県介護支援専門員協会 会長 堀部 徹 氏 

      参加者：３０名 

  

   ＊この研修会は、主任介護支援専門員更新研修の受講要件を満たします 

  

  ②介護支援専門員へ対する後方支援 

   ・支援チームの構築とチーム全体へのサポート 

   ・介護支援専門員等へのサポート 

   ・支援チームの一員としてのサポート 

   ・家族・近隣住民等へのサポート 

 

（５）在宅医療・介護連携の推進 

  ①在宅医療・介護連携推進協議会の設置：１回開催（令和６年７月２日） 

 医療支援と介護支援を必要とする市民が、住みなれた地域で安心して暮らし続けられる

よう、医療と介護の関係者の連携を深めることを目的に、「在宅医療・介護連携推進協議

会」を設置し、事業推進の方針や内容について協議しました。 

   

  ②在宅医療・介護連携支援センターの設置 

 新見市では、在宅医療・介護連携推進事業の一部を、新見医師会「在宅医療・介護連携

支援センターまんさく」へ委託しています。まんさくでは、下記の事業を実施しました。 

   ②－１地域の医療・介護の資源の把握 

・電子版になった「在宅医療連携ガイド」更新依頼・新規作成・閉鎖事業所の消去 

  ・「新見市内事業所料金・加算一覧」の改正・配布 

  ・新見地域年間会議等一覧の作成・配布（６月・１０月） 

  ・Excel 版「新見版情報共有書」の更新 

 

②－２在宅医療・介護連携に関する相談支援 

 

②－３人材育成研修会・多職種連携会議の開催（２回） 

  〈テーマ〉 

 ・「多職種連携会議」参加者５６名 

 ・「ACP の意思決定支援について」参加者４０名 

 ・「難病について」インフルエンザ等感染拡大のため中止 

 

③新見地域医療ネットワークの支援 

 平成２９年度より、新見地域医療ネットワークの活動を在宅医療・介護連携推進事業に 

位置づけ、実務者レベルでの課題抽出や対応策の協議を行っています。 

   ③－１実務者協議会：年３回開催 

                （令和６年６月３日、１０月７日、令和７年３月１２日）  

   ③－２役員会：年３回開催 

    

      ③－３企画委員会：２回開催 

 

③－４在宅看取りを考える会：年１回参加 
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 ③－５医療・介護れんらく帳の活用促進 

 

 ③－６介護等職員のための出前講座：９回開催 

介護事業所等を対象に、介護職員のスキルアップや多職種連携の推進を目的に開催 

  

  ③－７住民への普及啓発活動 

      (ⅰ) 市民研修会の開催 

開催日：令和６年１１月２２日（金） 

         場 所：まなび広場にいみ 小ホール 

         内 容：講演会「落語で笑って学ぶ人生会議」 

             行政書士・社会人落語家 生島清身 氏 

      参加者：約１５０名 

(ⅱ) 医療や介護の専門職からのメッセージ「笑顔をつなぐ」を地元新聞に掲載 

「フレイル予防～私たちの取り組み紹介～」をテーマに、８名の専門職の方に 

活動の紹介や思いを執筆してもらいました。 

(ⅲ）一般市民への出前講座：１回開催 

地域住民の在宅医療・介護連携の理解を促進することを目的に開催 

(ⅳ）ＡＣＰ普及啓発：５回開催 

 （ⅴ）ネットワーク通信の発行 

  ・新見地域医療ネットワークの活動を広く市民に知ってもらい、医療・介護の

理解や関心を高めるため年２回発行しました。 

 

④各種連携推進事業への参画 

毎月 1回開催される新見地域在宅医療支援システム研究会へ参加し、在宅医療・介護連携に

関する事業の協議・検討を行いました。 

 

(６)認知症施策の推進                          （単位：人） 

①認知症サポーター養成講座 

  認知症の人とその家族を地域全体で支えることを目指して、認知症サポーターの養成に平成 

 １９年度から取り組み、令和６年度末で市内のサポーターは６，５８５名となっています。 

  令和６年度は、市内全小学校（８校）で養成講座を開催し１４９名のキッズサポーターを養 

 成し、また新たに市内高校（２校）でも養成講座を開催しました。今後も継続して児童生徒が 

 認知症について学ぶ機会が持てるよう、学校へ働きかけていきます。 

 

 

 

年度 
養成講座 

開催数 

サポーター 

養成数（新規） サポーター数累計 
キャラバン・ 

メイト数 
総数 内キッズサポーター 

令 和 ２ 年 度 16 243 46 5,225 97 

令 和 ３ 年 度 15 273 67 5,498 99 

令 和 ４ 年 度 12 249 134 5,747 99 

令 和 ５ 年 度 31 478 206 6,225 91 

令 和 ６ 年 度 22 360 149 6,585 96 

2727
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キャラバン・メイトの研修会の開催 

  開催日：令和６年６月２４日（月）、７月５日(金) 同じ内容を２回に分けて開催 

  参加者：３９名 

  内 容：最新動向について説明、グループワーク「計画書作成」  

 

  ②認知症サポーターステップアップ講座 

 令和３年度から、認知症サポーター養成講座を受けた方で「地域活動をしたい」と言わ

れる希望者へステップアップ講座を実施しています。認知症に関する正しい知識と理解を

持ち、具体的に本人や家族の見守り支援を行ったり、認知症カフェなどの活動へ参加した

りできるボランティアを育成することを目的に行っています。令和６年度は全２回の講座

を実施し９名が修了、令和６年度末で修了者は２９名となりました。 

 修了者は「オレンジの会」のメンバーとして、認知症月間を中心とした啓発活動や認知

症カフェに参加しています。 

 

③認知症予防講座 

 各地区で開催されているサロンや老人クラブ等において、若年性認知症の内容も含めた

認知症講話や、ｉＰａｄを活用した予防講座を開催しました。 

開催回数：４回 

参 加 者：延４０名 

 

④認知症地域支援・ケア向上事業 

④－１認知症地域支援推進員 地域包括支援センター職員兼務４名 

              新見医師会職員兼務１名 

 

   ④－２認知症相談会・認知症本人座談会の開催 

 令和５年度から認知症に関する相談窓口を定期的に開設し、市報やチラシで相談

先の周知を行いました。また、認知症の当事者本人が今後の希望や困りごとをお互

いに語り合える場である本人座談会を行いました。 

・認知症相談会：年間５回開催 

        相談件数：１件 

      ・認知症本人座談会：年間６回開催 

        参加者：延３９名（うち認知症当事者延２０名） 

 

④－３行政放送による認知症番組作成 

 令和６年度は「居場所を創りたい～認知症の私がやりたいことのできる場所～」

と題して、認知症があってもなくても、同じ社会の一員として希望を持って暮らせ

る地域を共に創っていくことの大切さをドラマを通して伝えました。認知症の人が

自らの言葉で語り、自分の居場所を見つけるために本人や周りの人たちが奮闘する

様子をドラマにし、行政放送番組で放送しました。 

 

④－４認知症カフェ 

 特定非営利活動法人ＮＰＯきらめき広場、新見市社会福祉協議会、社会福祉法人

恵愛会、社会福祉法人日翔会へ委託し、４ヶ所で認知症カフェを開催しました。 

開催回数：２６回 

参 加 者：延９６９名（平均３７名／回） 

    認知症の方とその家族、地域住民、スタッフ等 
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④－５おれんじ通信にいみ 

令和３年度から認知症カフェを通じて築いてきた認知症の人を支える繋がりを維持 

継続し、認知症カフェの近況や情報を発信する「おれんじ通信にいみ」を作成していま

す。年間３回発行し、各認知症カフェで配布するのに合わせて、市内２１ヶ所の郵便局

でも掲示・配布をしてもらっています。 

 

 ④－６チームオレンジ「ロバの会」設立 

認知症サポーター養成講座を受講し、ステップアップ講座を受講したボランティア 

等と認知症の本人が趣味活動を活かし、楽しく過ごせる居場所づくりとして、令和６年

９月にチームオレンジ「ロバの会」を設立しました。 

     認知症の人もメンバーとしてチームに参加し、手芸好きな参加者が月に１回認知症サ

ポーターキャラバンのマスコットキャラクターであるロバ隊長の縫いぐるみを作成し

ながら交流しています。 

 

 ④－７認知症月間に市民向け研修会を開催 ＊１ 

 開催日：令和６年９月７日（土） 

 内 容：映画「オレンジランプ」上映 

     脳年齢、血管年齢測、物忘れ相談プログラムのブース設置 

 参加者：２００名 

 

 ④－８認知症の人を介護する家族の集い ＊２ 

開催日：令和６年１０月１０日(木) 

内 容：精神科医によるミニ講座 

   悩みや対処法等を話し合うグループワーク 

   個別相談 

参加者：１１組１２人 

  

  ＊１・２は、高梁・新見地域認知症疾患医療センター地域連携会議新見部会共催 

 

⑤高梁・新見地域認知症疾患医療センター地域連携会議新見部会 

  認知症に関する医療、福祉、介護の関係機関等の連携、かかりつけ医と専門医との連携体制 

 の充実、認知症疾患医療に関する情報の収集と発信等、認知症疾患医療連携に関する普及啓発 

 や情報提供等を実施するための会議への参加 

    開催日：令和６年５月２３日（木） 

    内 容：活動実績報告及び計画 

    参加者：１３名 

  その他、打合せ等は ZOOM を活用して実施  

   

⑥認知症初期集中支援推進事業 

  チームは保健師２名、看護師１名、介護福祉士３名、認知症サポート医２名で構成 

    チーム員会議開催回数：９回 

  新規支援事例数:８件 

  チーム員会議での支援方針検討事例数：延３０件 
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  ⑦認知症関連の普及啓発 

    ⑦－１認知症に関する標語の募集 

      令和５年度から認知症について正しく知り関心を持ってもらうことを目的に、認知 

         症に関する標語の募集を行っています。令和６年度の応募総数は５２２作で、小学生 

     から３００作を超える応募がありました。最優秀作品は懸垂幕を作成し１２月に本庁 

     舎前に展示しました。 

  募集期間：令和６年９月１日～９月３０日 

  募集内容：「に・い・み」から始まる標語 

  最優秀賞：「○にんちしょうでも 

         ○いつものあなたでいいよ 

          ○みんなで助け合う笑顔の街」草間台小学校５年生の作品 

 

    ⑦－２認知症月間（９月）の啓発活動 

・親子孫水車ライトアップ（オレンジ色） 

・認知症に関するコーナー開設：まなびの森新見図書館・哲西図書館・ 

               げんき広場にいみ 

・市役所本庁舎玄関前に、マリーゴールドとのぼりを設置 

・市役所市民ホールに、認知症サポーターキャラバン マスコットキャラクター 

 「ロバ隊長」縫いぐるみ展示 

・認知症に関する標語の募集 

 

⑧新見医師会主催 医療・介護従事者向け認知症研修会 共催 

 開催日：令和７年２月１０日（月） 

 内 容：「優しさを伝えるケア技術 ユマニチュード」 

 講 師：ユマニチュード認定インストラクター 森山由香 氏 

 参加者：６５名 

 

 (７）生活支援体制整備事業 

 ①第１層生活支援コーディネーター：社会福祉協議会に委託 ※注：第 1層＝市全域 

     ・生活支援ニーズの資源開発の見える化、問題提起 

     ・様々なサービス提供主体への協力依頼等の働きかけ 

     ・関係者間のネットワーク構築 

     ・生活支援ニーズとサービスのマッチング 

     ・様々なサービス提供主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取組みの推進 

     ・第２層生活支援コーディネーターの支援 

 

    ②第２層生活支援コーディネーター：社会福祉協議会支所４ヶ所に委託 

                     市民センター･公民館１４ヶ所に設置 

 ・地域課題と生活支援サービス・ニーズの把握及び分析 

    ・地域における支え合い活動の普及啓発 

    ・地域における関係者間のネットワークの構築 

    ・小地域ケア会議の企画・運営 

    ・地域活動の情報発信 
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 ③生活支援コーディネーターに関する研修会等 

     ③－１新任研修の開催 

 ・新任者（３名）に対し、年度初めに面接形式で事業説明および意見交換を実施 

 ・生活支援コーディネーター養成 オンライン研修（全６回） 

 

     ③－２情報交換の開催 

 開催日：令和６年８月３０日（金） 

 内 容：日頃の活動を振り返り、事例検討を通して生活支援コーディネーターの  

     役割を再確認する 

 講 師：新見公立大学 健康科学部 地域福祉学科 教授 高杉公人 氏 

  

④地域共生社会推進チーム会議への参加 

     地域共生社会の実現には、地域運営組織が持つ「協議機能」としての小地域ケア会 

    議と、「実行機能」としての小規模多機能自治の連動が必要であるため、地域の情報 

    を共有し共通認識を持つため、第２層生活支援コーディネーターの設置ヶ所（１８ヶ 

    所）で年２～３回程度開催しています。 

 

 (８）地域包括ケアシステムの構築（地域のネットワーク構築） 

①地域ケア会議の推進 

地域ケア会議に求められる「１．個別課題解決機能」「２．ネットワーク機能」「３．地 

域課題発見機能」「４．地域づくり・資源開発機能」「５．施策形成機能」という“５つの 

機能”を果たすことが出来るよう、庁内関係課・社会福祉協議会等と協働して地域ケア会 

議の取り組みを行っています。 

   ①－１小地域ケア会議の開催 

 小地域ケア会議（住民の見える身近な暮らしの圏域において、住民と専門職が地

域の福祉課題解決に向けて協議する場)を開催しました。 

実施主体：地域包括支援センター 

推進主体：社会福祉協議会 

共  催：健康医療課 

開催状況：市内３８地区  延 ５２回 

    参 加 者：延 １，１２１名 

 

   ①－２小地域ケア会議関係職員研修会の開催 

        開 催 日：令和６年７月２９日（月） 

        場 所：新見市役所南庁舎３階 大会議室 

        内 容：講演及び演習「地域のお宝を守ろう」 

        講 師：新見公立大学 健康科学部 地域福祉学科 教授 高杉公人 氏 

        対 象 者：関係職員・社会福祉協議会職員・生活支援コーディネーター 

        参 加 者：５７名 
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   ①－３小地域ケア会議全体会の開催 

   開 催 日：令和７年１月１６日（木） 

 場  所：まなび広場 小ホール 

 内  容：講演及び演習「「地域のやりたい」を実現するために」 

 講  師：美作大学 生活科学部 社会福祉学科 教授 堀川涼子 氏 

 対 象 者：小地域ケア会議各地区代表者・関係職員・社会福祉協議会職員・ 

      生活支援コーディネーター 

 参 加 者：５６名 

 

   ①－４地域ケア個別会議の開催 

    (ⅰ)支援困難型 

 介入拒否や依存症等の支援困難事例に対し、支援者間の情報共有、支援方針の検

討や関係機関の役割分担の明確化を図り、当事者の自立支援を目的に、個別ケア会

議を開催しました。 

        開 催 実 績：１２回 

        検討ケース数：１０件 

 

    (ⅱ)自立支援型 

 多職種参加・連携のもと、それぞれの専門性の視点を活かし、自立支援・重度化

予防を目的とした支援のあり方を検討しました。 

    開 催 実 績：１０回 

    検討ケース数：４０件 
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介護予防・介護予防ケアマネジメント給付件数

委託

直営

（件）

直営 委託 直営 委託

予防支援事業 4,078 3,256 822 252 68

総合事業 2,496 2,126 370 179 27

予防支援事業 4,168 3,354 814 276 69

総合事業 2,137 1,831 306 159 29

予防支援事業 4,035 3,151 884 269 79

総合事業 1,834 1,537 297 135 25

予防支援事業 4,135 3,143 992 264 85

総合事業 1,982 1,606 376 138 35

予防支援事業 4,079 3,139 940 260 85

総合事業 1,738 1,330 408 119 32
令和６年度 14

委託
事業所数

R6.6月時点(実数)年度
予防給付
延べ件数

内 訳 件 数

15令和５年度

令和２年度 13

15令和４年度

令和３年度 16

(９)介護予防プラン関係 

  ①介護予防支援・介護予防ケアマネジメント給付件数           （単位：件） 
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介護予防給付等の主なサービス別受給者数

R3年3月

R4年3月

R5年3月

R6年3月

R7年3月

（人）

 ②介護予防給付、総合事業の主なサービス別受給者数          （単位：人） 

 訪問介護 訪問看護 通所介護 通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 福祉用具貸与 

令和 3年 3月 97 14 258 52 304 

令和 4年 3月 82 15 228 53 308 

令和 5年 3月 76 18 226 55 295 

令和 6年 3月 72 25 227 60 298 

令和 7年 3月 55 17 194 68 299 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現在、介護予防プランは、およそ８割を直営で実施しています。 

 サービス利用の種類では、訪問介護・通所介護が減少し、通所リハは増加傾向にあります。 
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(１０）介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業） 

 ①多様なサービスの創設 

  ①－１訪問型サービス 
 サービス名称 内    容 

従来相当 総合事業訪問介護 
介護事業者が提供する訪問介護（予防訪問介護相

当） 

緩和型 緩和型訪問介護 
介護事業者または民間事業者等が提供する身体介護

を除く生活援助 

住民主体型 助け合い訪問介護 NPO 法人等が提供する生活援助 

・総合事業訪問介護は、市内６事業者が実施。 

・緩和型訪問介護は、新見市シルバー人材センター、生活協同組合おかやまコープが実施。 

・助け合い訪問介護は、ＮＰＯきらめき広場が実施。 

 
 総合事業訪問介護 緩和型訪問介護 住民主体型 

令 和 ２ 年 度 １３６名 ３名 ８名 

令 和 ３ 年 度 １２１名 ２名 ５名 

令 和 ４ 年 度 １２２名 ２名 ３名 

令 和 ５ 年 度 １２２名 ２名 １名 

令 和 ６ 年 度  ９１名 １名 １名 

 

   ①－２通所型サービス 

 サービス名称 内   容 

従来相当 総合事業通所介護 
介護事業者が提供する通所介護（予防通所介護相

当） 

緩和型 緩和型通所介護 緩和した基準による通所介護 

短期集中型 短期集中型サービス事業 健康増進施設の専門職が３ヶ月間の個別指導 

・総合事業通所介護は、市内１３事業者が実施。 

・緩和型通所介護は、市内１事業者が実施。 

・短期集中型サービス事業は、げんき広場にいみが実施。 

 
 総合事業通所介護 緩和型通所介護 短期集中型 

令 和 ２ 年 度 ３５８名 － ３名 

令 和 ３ 年 度 ３３０名 ２９名 ３名 

令 和 ４ 年 度 ３３３名 ４０名 ５名 

令 和 ５ 年 度 ２９９名 ３５名 ２名 

令 和 ６ 年 度 ２８７名 ２８名 １名 
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(１１)介護予防事業に関する事業展開 

  ①新見で～れ～ええ体操 パート３ 

 市内リハ職と協力して体操を作成し、令和７年１月から１日２回（9:30,15:30）放送し

ています。 

 

   ②あいうべ体操 

 健康教室等の際に、チラシ等を活用し、「あいうべ体操」の実践指導を行いました。 

  ２５回 ２９６名   

 

(１２)その他 

  ①高齢者等見守りネットワーク 

定期的に地域内や各戸を回る事業者（郵政・金融・農協・生協・配達・検針業務等）と 

見守り協定を締結し事業に取り組んでいます。令和６年度末で２５事業者と協定締結をし、 

事業者が業務中に住民の異変等に気づいた場合、事業者と行政が連携し、状況確認や必要 

な対応を取っています。 

協定調印式 

開 催 日：令和６年５月２８日 

新規事業所：㈱セイエル 岡山営業部 津山営業所 

      社会福祉法人 阿新社会福祉事業会 

      倉敷医療生活協同組合 

      ヤマト運輸株式会社 新見営業所 

 

  ②介護用品給付事業 

要介護者を在宅で介護している家族に対し、介護用品を給付することにより、家族の経 

済的な負担の軽減を図り、要介護者の在宅生活の支援を図ることを目的に介護用品給付を 

実施しています。 

 
 事業利用者 支給額 

令 和 ２ 年 度 ２６名 1,226,015 円 

令 和 ３ 年 度 ３４名 1,608,821 円 

令 和 ４ 年 度 ４２名 1,530,657 円 

令 和 ５ 年 度 ３７名 1,540,257 円 

令 和 ６ 年 度 ４４名 1,646,085 円 
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令和７年度 新見市地域包括支援センター運営方針（案） 

 

 令和６年３月に策定した第９期新見市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の基本

理念「共に支え合い 笑顔があふれる あたたかいまち にいみ」に基づき、全ての高

齢者が可能な限り介護を必要とせず、健康で元気に暮らせるように、また、支援や介護

が必要になっても住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくりを目指して、次の目標

に取り組みます。 

 

 

１ 住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくり 

・高齢者が住み慣れた地域において、安心して今の暮らしを継続できるよう、保健・

医療・福祉などの関係機関や団体と連携した支援をはじめ、在宅医療・介護連携や

権利擁護の推進を行い、地域で見守る体制づくりを推進します。 

 

・認知症になっても、一人ひとりが個人としてできること・やりたいことがあり、住

み慣れた地域で仲間等と繋がり、日常生活や社会生活を営むことができる地域づく

りを目指します。 

 

・独り暮らしや高齢者のみの世帯、または介護が必要な状態になっても、必要なサー

ビスを必要なときに適切に利用できるよう、介護保険事業の円滑な運営に努めま

す。 

 

 

２ 健康で生きがいのあるまちづくり 

・生活機能の低下や生活習慣病等を予防し、生涯にわたって自分らしく健康で生き生

きと暮らせるよう、引き続き、健康づくりや介護予防活動を推進するとともに、高

齢者の地域や社会における様々な活動への参加を促進します。 

 

資料２ 
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地域住民への普及啓発

在
宅
医
療
・
介
護
連
携
の
推
進

事業項目

総合相談

権利擁護事業

包括的・継続的ケアマネジメン
ト支援事業

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

の
運
営

包
括
的
支
援
事
業

在
宅
医
療
介
護
連
携
支
援
セ
ン
タ
ー

ま
ん
さ
く
（

委
託
）

切れ目のない在宅医療と
介護の提供体制の構築の
推進

令和７年度　新見市地域包括支援センター事業計画　（案）

・在宅での看取り、急変時、入退院時にも活用できる情報共
有ツールの整備を行う。
・地域の医療・介護関係者の連携を図るため多職種でのグ
ループワーク等の研修会を実施する。

・在宅医療・介護関係者が参画する会議において、現状把握
と課題の抽出、解決策等の検討を行う。

・地域の医療・介護関係者の協力を得ながら、切れ目なく在
宅医療と介護が一体的に提供される体制の構築に向けて必要
となる具体的取り組みを企画・立案する。

・在宅医療・介護連携に関する講演会等の開催を行い、市民
の看取りや認知症に関する理解を促進する。

実施計画

新
見
地
域
医
療
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク

（

委
託
）

地域の医療・介護の資源
の把握

在宅医療・介護連携に関
する相談支援

医療・介護関係者の情報
共有の支援・知識の習得
等のための研修などの地
域の実情に応じた医療・
介護関係者の支援

在宅医療・介護連携の課
題の抽出と対応策の検討

・職員を地区担当で配置し、高齢者の実態把握や顔の見える
関係づくりを図るとともに、保健師・社会福祉士・主任介護
支援専門員の専門性を活かしながら、相談支援を行う。
・民生委員・児童委員協議会や、小地域ケア会議等の地区活
動において、様々な関係者とのネットワークを構築し、高齢
者の各種相談に対応する。

（高齢者虐待）
・高齢者虐待の防止及び早期発見ができるよう、新見市権利
擁護委員会委員や新見市権利擁護協議会委員、その他地域の
関係機関とのネットワークの構築に努める。

（成年後見制度）
・支援の必要な方を迅速かつ正確に制度利用に繋ぐことがで
きるよう、関係機関とのネットワークの構築に努める。

・高齢者の相談支援を行う介護支援専門員等関係者の資質の
向上を図るため、介護支援専門員を対象とした研修を実施す
る。

・地域の医療機関、介護事業所等の社会資源・介護サービス
情報を把握し、地域の医療・介護関係者間の連携等に活用す
る。

・地域の在宅医療・介護の連携を支援する相談窓口を設置、
運営するため、在宅医療・介護連携支援コーディネーターを
配置し、相談を受け付ける。

資料３
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生
活
支
援
サ
ー

ビ
ス
の
体
制
整
備

地域介護予防活動支援事業

介護予防普及啓発事業

一
般
介
護
予
防
事
業

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー

ビ
ス
事
業

総
合
事
業

訪問型サービス

通所型サービス

地域リハビリテーション活動支
援事業

認知症サポーター活動推進・地
域づくり推進事業

認
知
症
施
策
の
推
進

認知症初期集中支援推進事業

認知症地域支援・ケア向上事業

生活支援コーディネーターの配
置及び協議体の設置

・早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築することで、
認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けられるよう支
援を行う。

・認知症地域支援推進員を中心に認知症の人や家族の相談支
援、認知症を身近な病気として正しく理解してもらう啓発活
動、必要な医療や介護等のサービスを受けるための連絡調整
等の支援を強化する。

・リハビリテーション専門職をはじめ保健・福祉関係者、介
護サービス事業所等の多職種参加により、地域ケア個別会議
を開催し、高齢者の自立支援・重度化予防を目指した支援の
あり方を検討します。

・事業所や介護支援専門員との連携を継続し、安定した事業
実施を行う。
・住民主体で行う緩和型訪問介護について内容を見直す。

・事業所や介護支援専門員との連携を継続し、安定した事業
実施を行う。

・本人や家族のニーズを把握し、自立支援のために、的確な
説明、契約、計画作成、給付管理等の業務を実施する。

・要介護状態となることなく、地域で役割を持ち、健康で生
き生きとした生活を送ることができるよう、地域における自
発的な介護予防活動の育成支援を行う。

・高齢者の運動習慣の定着をめざし、音源がなくてもいつで
もどこでも誰でもできる「新見で～れ～ええ体操」の普及啓
発を行う。

・認知症の人やその家族の支援ニーズと認知症サポーターを
中心とした支援ニーズをつなぐ仕組みを整備し、「共生」の
地域づくりを推進する。

（生活支援コーディネーター）
・高齢者の生活支援等サービスの提供体制構築に向け、第１
層2名、第2層18名の生活支援コーディネーターを配置し、地
域の実情に応じた生活支援等の提供体制の整備に向けた取り
組みを推進する。

（協議体）
・高齢者の社会参加と地域における支え合いの体制づくり
を、地域共生社会の取り組みと連動して行うため、第2層協議
体を市内42地区に設置し、地域の実態把握を行うとともに、
支え合いの活動を推進する。
・第1層協議体の設置に向けた取り組みを推進する。

介護予防ケアマネジメン
ト
（一部委託）
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家
族
介
護
支
援
事
業

〇令和７年度　新見市地域包括支援センター運営状況

職員の配置状況

そ
の
他
の
事
業

成年後見制度利用支援事業

高齢者等見守りネットワーク事
業

・市内で活動する事業者が、日常業務を通じて、異変を察知
した場合に市へ通報し、それを受けた市は訪問等の必要な支
援を行います。事業所と連携することで見守り体制を強化
し、安心して生活できる地域づくりを目指します。

介護用品給付事業

認知症サポーター等養成事業

・地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしい
生活を継続していけるようにするため、地域や職域等におい
て認知症の人と家族を支える認知症サポーターを養成しま
す。

任
意
事
業

・在宅で重度の者を介護している家族に対し、介護用品を支
給することにより、家族の経済的負担の軽減を図るとともに
要介護者の在宅生活の支援を図ります。

・成年後見制度を利用することが有用であると認められる認
知症高齢者、知的障害者及び精神障害者で、成年後見制度の
利用に要する費用について補助を受けなければ成年後見制度
の利用が困難であると認められるものに対し、成年後見制度
の申立てに要する経費及び後見人等の報酬の全部又は一部を
助成します。

管理者 保健師 社会福祉士
主任介護支援
専門員

事務職
主任介護支援
専門員

事務職

1 2 2 4 1 3 2

基準人数 2 2 2

非常勤常勤
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令和７年度  介護予防プラン作成業務委託事業所 

（介護保険法第１１５条の２３第３項の規定に基づく業務委託） 

 

 
法人所在地 事業所番号 

法人名 代表者名 事業所名 

１ 継続 

新見市金谷６４０番地１ 
事業所番号 3371000013 

新見市社協中央ケアセンター 

社会福祉法人 新見市社会福祉協議会 会長 矢田貝誠 
事業所番号 3373300064 

新見市社協神郷ケアセンター 

2 継続 
新見市高尾２３０６番地５ 事業所番号 3371000054 

一般社団法人 新見医師会 会長 吉田徹 くろかみ介護支援センター 

3 継続 
新見市大佐田治部３２４５番地 事業所番号 3373300023 

社会福祉法人 恵愛会 理事長 吉田直記 おおさ苑居宅介護支援事業所 

4 継続 
新見市哲多町田淵７０番地 事業所番号 3371000252 

医療法人 国際貢献大学校医療機構 理事長 河相淳一郎 在宅介護支援センターすずらん 

5 継続 
新見市哲西町矢田４３５１番地 事業所番号 3373300288 

社会福祉法人 哲西福祉会 理事長 塚本陽満 哲西荘居宅介護支援事業所 

6 継続 
新見市下熊谷１５５４番地１ 事業所番号 3371000286 

有限会社 げんき 代表取締役 妹尾英才 居宅介護支援事業所げんき 

7 継続 
新見市足見１３８番地 事業所番号 3371000419 

株式会社 Green Leaf 代表取締役 道繁由香理 ケアマネ事業所・クローバー 

8 継続 
新見市長屋１１８９番地 事業所番号 3391000175 

合同会社 すみれ 代表社員 冨谷晴美 居宅介護支援事業所すみれ 

9 継続 
瀬戸内市邑久町山田庄１５５－２８ 事業所番号 3370111191 

合同会社 GAEA 代表社員 出井利幸 ガイア介護相談事務所 

10 継続 
倉敷市東塚５丁目４番１６号 事業所番号 3370200499 

医療法人 和香会 理事長 江澤和彦 和光園在宅介護支援センター 

11 継続 
赤磐市河本１１４３番地 事業所番号 3372200687 

医療法人 光心会 理事長 光島猛 居宅介護支援事業所 まごの手 

12 継続 
広島県庄原市東城町川西９４７番地２ 事業所番号 3474900028 

社会福祉法人 東城有栖会 理事長 高原淳尚 東寿園居宅介護支援事業所 

13 新規 
広島県庄原市東城町川東１５２－４ 事業所番号  3472100662 

社会福祉法人 恵仁会        理事長 熊原保 こぶしの里居宅介護支援事業所 

14 新規 
岡山市北区芳賀５１１５番地７８ 事業所番号 3370900759 

株式会社 MIERU 代表取締役 西岡兆 居宅介護支援事業所みえる たかはし 

 終了 
岡山市中区兼基３２１－２ 事業所番号 3370110730 

株式会社 アイ・ケア 代表取締役 兼元典子 アイ・ケア居宅介護支援事業所 

 
 

資料４ 
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目的 

● 認知症初期集中支援推進事業 

 

 

 認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境

で暮らし続けられるために、「認知症初期集中支援チーム」を配置し、早期診断・

早期対応に向けた支援体制を構築する。 

 

 原則として、４０歳以上で、在宅で生活しており、かつ認知症が疑われる人、ま

たは認知症の人で以下の基準に該当する人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 認知症の専門的な知識・技能を有する医師の指導の下、複数の専門職が家族の相談などにより、

認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族を訪問し、アセスメント、家族支援などの初期の

支援を包括的、集中的（おおむね最長で６ヶ月）に行い、自立生活のサポートを行うチームをい

います。 

 

  

対象者 

◆医療サービス、介護サービスを受けていない人、または中断している人

で次のいずれかに該当する人 

   ① 認知症疾患の臨床診断を受けていない人 

   ② 継続的な医療サービスを受けていない人 

   ③ 適切な介護保険サービスに結び付いていない人 

   ④ 診断されたが介護サービスが中断している人 

◆医療サービス、介護サービスを受けているが、認知症の行動・心理症状

が顕著なため、対応に苦慮している人 

資料５ 

認知症初期集中支援チームとは？ 
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１ 認知症初期集中支援チーム活動状況 

（１）令和６年度チーム体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）実施結果 

①平成２５～令和６年度 相談支援者数：累計１４９名 

②令和６年度 ・新規相談支援者    ９名    
          ・チーム訪問延べ件数 ３０回（新規訪問延べ件数 ２３回） 
          ・チーム員会議     ９回（４月・６月・７月・８月・１０月・１１月・ 

１２月・１月・２月) 
        ・専門医による訪問   ６回 

  

 

新見医師会 
（かかりつけ医） 

さきがけクリニック 

さきがけホスピタル 
（認知症疾患医療センター） 

専門医 

専門医（精神科神経科） 
兒玉 昌純 医師 

（さきがけホスピタル） 

 

岡山県認知症サポート医 
土井 浩二 医師 

（哲西町診療所） 

医療・介護チーム員 

（地域包括支援センター） 

保健師１（兼務） 
介護福祉士１（兼務） 

チーム① 

保健師１（兼務） 
介護福祉士１（兼務） 

チーム② 

看護師１（兼務） 
介護福祉士１（兼務） 

チーム③ 
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（３）実施内訳 

【把握ルート】                   （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別内訳】                  （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

家族

66.7%

介護支援

専門員

30.6%

その他(商工会）

2.8%

～59歳

2.8% 70～74歳

11.1%

75～79歳

8.3%

80～84歳

33.3%

85～89歳

33.3%

90歳以上

11.1%

R2 R3 R4 R5 R6 計

家 族 1 6 4 5 8 24

介護支援専門員 3 8 11

本 人 0

医 療 機 関 0

近 隣 住 民 0

民 生 委 員 0

そ の 他 1 1

合計 4 6 12 5 9 36

R2 R3 R4 R5 R6 計

～59歳 1 1

60～64歳 0

65～69歳 0

70～74歳 1 1 1 1 4

75～79歳 1 1 1 3

80～84歳 1 3 5 1 2 12

85～89歳 1 2 3 2 4 12

90歳以上 1 3 4

合計 4 6 12 5 9 36
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【性別の内訳】                                              （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【世帯構成の内訳】                                           （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ まとめ 

（１）令和６年度活動状況のまとめ 

 

・平成３０年度から認知症サポート医２名体制で認知症初期集中支援チームの活動を実施している。 

・認知症初期集中支援チーム員会議を９回実施し、うち専門医による家庭訪問を６件実施した。 

・市内では認知症の確定診断（初診）が難しい状況で、市外の医療機関受診が必要な状況にある。専門医

による家庭訪問は受診が困難な対象にとって、貴重な機会となっている。 

・認知症初期集中支援チーム員会議の協議内容を支援者で共有し、ご本人や家族の支援を連携できる体制

づくりをさらに整えていく必要がある。 

男性

38.9%

女性

61.1%

独居

27.8%

夫婦のみ

22.2%

その他

50.0%

R2 R3 R4 R5 R6 計

男性 2 3 4 1 4 14

女性 2 3 8 4 5 22

合計 4 6 12 5 9 36

R2 R3 R4 R5 R6 計

独 居 3 1 2 2 2 10

夫 婦 の み 1 3 2 2 0 8

そ の 他 2 8 1 7 18

合 計 4 6 12 5 9 36
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■地域密着型サービス事業について 

 《地域密着型サービスとは》 

  地域密着型サービスは、住み慣れた地域での生活を支えるためのもので、市町村が

指定・指導監督の権限をもち、国の基準の範囲内で独自の介護報酬・指定基準の設定

ができます。 

①  原則として、その市町村の被保険者のみがサービス利用が可能である。 

  ② 指定・指導監督の権限は保険者である市町村が有する。 

    （住所地特例の対象となる施設入所者については、一部のサービス利用が可能） 

  ③ 事業者の指定においては、市町村の運営委員会等の協議が必要である。 

    （地域密着通所介護については、努力義務） 

 

  ◎地域密着型サービスの種別・本市管内施設数（※Ｒ７年７月現在） 

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護（無し） 

     ②夜間対応型訪問介護（無し） 

   ③地域密着型通所介護（市内５箇所） 

   ④認知症対応型通所介護（市内２箇所） 

   ⑤小規模多機能型居宅介護（市内５箇所）  

     ⑥認知症対応型共同生活介護（市内８箇所 １０ユニット） 

※うち１事業所（１ユニット）休止中 

   ⑦地域密着型特定施設入居者生活介護（無し） 

   ⑧地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護（無し） 

   ⑨複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）（無し） 

    

《地域密着型サービス事業所の新規指定について》 

  １ 申請者（事業者） 社会福祉法人 新見市社会福祉協議会 

２ 事 業 所 名 称  新見市社協神郷デイサービスセンター 

  ３ 事業所所在地  新見市神郷下神代３９４６番地 

（新見市神郷地域福祉センター内） 

  ４ サービス種類  地域密着型通所介護 

  ５ 利 用 定 員  １８人 

  ６ 事業開始予定日  令和７年９月１日 

  ７ そ  の  他  当事業所は、H12.4.1 から通所介護事業所（定員３０人）を

運営しており、定員減のため地域密着型通所介護を申請する

もの。 

資料６
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○新見市地域包括支援センター運営協議会要綱 

平成１８年３月３０日 

告示第３８号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、本市における地域包括支援センター（以下「センター」という。）

の行う各種事業の円滑な運営を図るとともに、地域密着型サービス事業の適正な運営を

確保するため、新見市地域包括支援センター運営協議会（以下「運営協議会」という。）

を設置し、その運営について必要な事項を定める。 

（所掌事務） 

第２条 運営協議会は、センターの運営等に関し、次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 当該年度の事業計画等センターの運営に関すること。 

（２） 地域における介護保険以外のサービス等との連携体制の構築、地域包括支援業

務を支える地域資源の開発に関すること。 

（３） その他地域包括ケアに関する事項であって運営協議会が必要と判断した事項 

２ 運営協議会は、介護保険法の規定による地域密着型介護サービスの運営等に関し、次

に掲げる事項を所掌する。 

（１） 地域密着型介護又は地域密着型介護予防のサービス費の額に関すること。 

（２） 指定地域密着型サービス事業者に関すること。 

（３） 指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準及び指定地域密着型サ

ービスの事業の設備及び運営に関する基準に関すること。 

３ 前２項に掲げるもののほか、センターの運営並びに地域密着型介護サービスの運営等

に関し、運営協議会が必要と判断した事項を所掌する。 

（組織） 

第３条 運営協議会は、委員１０人以内をもって組織し、次の各号に掲げる者のうちから

市長が委嘱する。 

（１） 介護サービス及び介護予防サービスに関する事業者 

（２） 医師、歯科医師、看護師、介護支援専門員、機能訓練指導員等の地域における

保健・医療・福祉関係者 

（３） 介護サービス及び介護予防サービスの利用者、介護保険の被保険者 

（４） 介護保険以外の地域資源や地域における権利擁護、相談事業等を担う関係者 

（５） 前各号に掲げるもののほか、地域包括ケアに関する学識経験を有する者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、３年とする。ただし再任を妨げない。 

２ 補欠又は増員により委嘱された委員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 

３ 公職にあることにより委嘱された委員は、その職を退いた場合には委員の職を失うも

のとする。 

（報酬） 

第５条 委員の報酬及び費用弁償の額は、新見市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び

費用弁償に関する条例（平成１７年新見市条例第４５号）の定めるところによる。 



（会長及び副会長） 

第６条 運営協議会に会長及び副会長１人を置き、委員の中から互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 会議は必要に応じて会長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによ

る。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見を聴き、

又は説明を求めることができる。 

５ 会議において、委員の所属する法人等に利害関係のある事項に関する協議を行う場合

は、会議の決定により当該委員に一時退席を求めることができる。 

（守秘義務） 

第８条 委員及び前条第４項により運営協議会に出席した者は、会議の内容その他職務上

知り得た個人に関する情報等を漏らしてはならない。 

（庶務） 

第９条 運営協議会の庶務は、健康福祉部高齢者支援課が処理する。 

（委任） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、運営協議会に関して必要な事項は別に定める。 

附 則 

１ この告示は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ この告示の施行後最初に委嘱された委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、平成

２０年３月３１日までとする。 

附 則（平成２２年３月２６日告示第７１号） 

この告示は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２９日告示第８０号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 



○新見市認知症初期集中支援チーム検討委員会設置要領 

平成２５年９月２日 

告示第１２９号 

（設置及び目的） 

第１条 本市が設置する新見市認知症初期集中支援チーム（以下「チーム」という。）の

支援方針及び支援状況について検討し、関係機関などと一体的に事業を推進していくた

め、医療・保健・福祉の関係者等で構成する新見市認知症初期集中支援チーム検討委員

会（以下「検討委員会」という。）を設置する。 

（業務） 

第２条 検討委員会は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事項について審議

し、意見を述べるものとする。 

（１） チームの活動方針及び活動状況 

（２） チームの普及啓発 

（３） 関係機関とのネットワーク構築 

（４） その他前条に掲げる目的を達成するために必要な事項 

（組織） 

第３条 検討委員会は、新見市地域包括支援センター運営協議会要綱（平成１８年新見市

告示第３８号）第３条によって委嘱された委員で組織する。 

２ 検討委員会には、委員長及び副委員長を置き、委員の互選により選出する。 

３ 委員長は、会務を総理し組織を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故がある時はその職務を代理する。 

（報酬） 

第４条 委員の報酬及び費用弁償の額は、予算の範囲内で支給するものとする。 

（関係者の出席） 

第５条 委員長は、会議に関係者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

（守秘義務） 

第６条 委員及び前条の規定により検討委員会に出席した者は、会議の内容その他職務上

知り得た個人に関する情報等を漏らしてはならない。また、その職を退いた後も同様と

する。 

（庶務） 

第７条 検討委員会の庶務は、健康福祉部高齢者支援課において処理する。 

（その他） 

第８条 この告示に定めるもののほか、検討委員会の運営その他必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年９月２９日告示第１４７号） 

この告示は、公布の日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

附 則（平成２７年６月８日告示第９５号） 



この告示は、公布の日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

附 則（令和６年３月２９日告示第８０号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 


